


信越総合通信局の概要
信越総合通信局は､情報通信行政を所掌する総務省の地方支分部局として信越地域（新潟県、

長野県）を管轄しています。情報通信を活用した防災・減災対策、電気通信事業の監理監督、

地域の情報化の推進、電波の有効利用の推進、各種無線局の許認可及び電波の監視などを所管

し、情報通信技術（ICT）による安心・安全で快適な社会の実現に向けて業務を行っています。

情報通信部 電気通信事業の規律･監督、地域の情報化の推進、放送局の許認可

 電気通信サービス（電話やインターネット等）を行う
事業者の監督などを行っています。

 通信ネットワークを支える技術者である工事担任者や
電気通信主任技術者の資格者証の交付を行っています。

 安心・安全に電気通信サービスを利用できるよう、小
中高校生のネットリテラシー向上を目的としたe-ネッ
トキャラバンや大学生を対象とした情報モラル教育の
実施などに取り組んでいます。

電気通信事業課

 新たなサービス創出や企業の生産性向上等が期待される
5GやIoT等の高度無線環境を支える光ファイバ網の整備
や防災等に資するWi-Fi環境の整備を支援しています。

 医療、防災、農業、観光、働き方（テレワーク）といっ
た生活に身近な分野のIoT/ICT実装の推進や放送コンテ
ンツの海外展開など､ICTの利活用によって地域が抱える
様々な課題の解決や活性化に取り組んでいます。

 情報通信技術分野での新規性に富む研究開発を支援する
「戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE）」によ
り大学や企業等の研究開発やIoT/ICT人材の育成を推進
しています。

情報通信振興課

 テレビ・ラジオの放送局の免許・許可に係る審査やケーブルテレビ等の監理監督などを行っています。

 受信障害対策官を置き､テレビ・ラジオの受信障害に関する相談業務を行っています。

 超高精細で高画質な4K・8K放送の
サービスの普及に取り組んでいます。

 災害発生時にも適切な情報提供が
確保できるよう､放送ネットワーク
の強靱化に対する支援を行ってい
ます。

放 送 課

無線通信部 電波の有効利用の推進､周波数の管理、無線局の許認可、電波利用環境の確保

 地域の産業育成を図るため、地理的特性を踏まえた
電波の有効利用に関する助言・サポートを行ってい
ます。

 有限希少な電波資源を有効かつ効率的に利用するた
め、周波数の管理を行っています。

 新たな電波利用システムの導入や周波数の需要増に
対応するため、定期的に電波利用状況の調査・評価
を行っています。

 新たなビジネスの創出や地域の課題解決につながる
5G・ローカル5Gの利活用を推進します。

電波利用企画課

「受信環境クリーン図案コンクール」の入賞作品



 航空機や船舶の安全航行のために設置する無線局、警察、消防・救急、防災等の公共性の高い無線局や物流､
交通等の業務用無線局の開設に係る審査などを行っています。

 海上における船舶の航行の安全ため、船舶共通通信システム（国際VHF）の普及促進などに取り組んでいます。

 防災行政無線のデジタル化の推進や災害発生時など非常時における非常通信体制の整備に取り組んでいます。

 携帯電話不感地帯解消に向けた取組を進めています。

 無線設備の操作に必要な無線従事者資格の免許証の交付を行っています。

無線通信課

 警察、消防・救急、防災等の人命・財産に関わる重要無線通信をはじ
め、電波を支障なく利用できるよう、電波を監視し、妨害源の迅速な
排除や不法無線局の取締りを行っています。

 電波を利用するためのルールの周知・啓発活動に取り組んでいます。

 無線設備等の点検･検査を行う事業者の登録や監督などを行っています。

 電波の安全性に関する周知や医療機関において電波利用機器を安全に
使用できるようにするための取組を進めています。

監視調査課

防災対策推進室 情報通信技術を活用した防災・減災対策の推進

臨時災害放送局用機器

災害対策用移動電源車

災害対策用移動通信機器 ＩＣＴユニット

総合通信相談所 情報通信行政への相談受け付けと解決に向けた処理

 情報通信行政に対する苦情、要望、意見その他の相談を受け付けて処理を行っています。

サイバーセキュリティ室 地域におけるサイバーセキュリティ政策を推進

 サイバーセキュリティの確保に向けた施策に取り組んでいます。

総務部 局内の総合調整・経理、信書便事業の許可に係る審査 など

 局内の総合調整、情報の公開、広報、文書、人事、庶務などに関する業務を行っています。

 予算、決算、会計、電波利用料の徴収、庁舎の管理を行っています。

 信書の送達の事業の許可に係る審査、信書便制度の周知、信書便事業への参入に関する相談対応を行っています。

 災害発生時において､地方公共団体に貸
出しを行うための災害対策用移動通信機
器（衛星携帯電話､MCA無線､簡易無
線）、災害対策用移動電源車、臨時災害
放送局用機器、ICTユニット（ポータブ
ルIP-PBX）を配備しています。

 災害発生時における避難情報やライフラ
イン事業者の被災・復旧情報などをテレ
ビ・ラジオなどのメディアを通して情報
発信するLアラート（災害時情報共有シ
ステム）の普及に取り組んでいます。



総務省信越総合通信局
〒380-8795 長野県長野市旭町1108番地

長野第１合同庁舎
ＴＥＬ 026-234-9963
ＵＲＬ https://www.soumu.go.jp/soutsu/shinetsu/

【アクセスマップ】

総合調整、情報の公開、広報、文書、人事、庶務など

信越総合通信局

総 務 部

予算、決算、会計、電波利用料の徴収、庁舎の管理

情報通信技術を活用した防災・減災対策の推進

信書便事業の許可に係る審査、信書便制度の普及促進

電気通信事業の登録・届出、電気通信主任技術者等資格

地域の情報化の推進（情報通信基盤整備・ICT/IoT実装推進・
情報通信研究開発支援）

放送局の許認可、ケーブルテレビの登録・届出、高度な放
送サービスの普及促進

放送受信障害の相談

周波数の割当て、電波の利用状況調査、電波利用の促進

無線局の許認可（放送関係以外）、無線従事者資格、電波伝
搬障害の防止

電波の監視・探査、不法無線局対策、不要電波対策、
高周波利用設備の許認可、登録検査等事業者の登録

総合通信相談所

総 務 課

情報通信部

無線通信部

電波利用企画課

無線通信課

電気通信事業課

放 送 課

受信障害対策官

防災対策推進室

情報通信に関する行政相談

信書便監理室

財 務 室

監視調査課

ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ室 サイバーセキュリティの確保

情報通信振興課

お問い合わせ内容 担当部署 電話番号
■電気通信関係

電気通信サービスに関すること 電気通信事業課 ０２６－２３４－９９５２

■テレビ・ラジオ関係

テレビ・ラジオに関すること 放 送 課 ０２６－２３４－９９３９

ケーブルテレビ・共聴施設に関すること 放 送 課 ０２６－２３４－９９９３

■無線通信関係

電波利用料の納付に関すること 財 務 室 ０２６－２３４－９９９８

無線局の電子申請・届出システムに関すること 電波利用企画課 ０２６－２３４－９９８３

無線従事者免許証（顔写真入りのもの）に関すること 無線通信課 ０２６－２３４－９９６７

アマチュア局の開設・変更等に関すること 無線通信課 ０２６－２３４－９９８８

■電波障害関係

テレビ・ラジオの受信障害に関すること 受信障害対策官 ０２６－２３４－９９９１

電波の混信・妨害、不法無線局に関すること 監視調査課 ０２６－２３４－９９７６

■防災・減災対策関係

災害対策用移動通信機器の貸出しに関すること 無線通信課 ０２６－２３４－９９８４

防災・減災のための対策の推進に関すること 防災対策推進室 ０２６－２３４－９９６１

■その他

地域の情報化に関すること 情報通信振興課 ０２６－２３４－９９７４

行政機関の保有する情報公開に関すること 総 務 課 ０２６－２３４－９９３２

信書便事業に関すること 信書便監理室 ０２６－２３４－９９３２

情報通信行政全般に関すること 総合通信相談所 ０２６－２３４－９９６１

信越総合通信局 組織図
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